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名古屋大学大学院法学研究科教授

紙野　健二

年12月20日に辺野古訴訟の最高裁判決がありました。国の高裁へ

の提訴が7月22日で判決が9月16日、同月23日に上告されまし

たから、かなり迅速な裁判です。これで紛争が決着したわけではなく、その

後も県と国との間で埋立と岩礁破砕をめぐっての行政的やりとりが続いてい

ます。これもいずれ何らかの形で訴訟になるでしょう。辺野古訴訟では、公

有水面埋立法、水産資源保護法および地方自治法の運用をめぐって、法治主

義、地方自治、環境保全、そしてこれらにおける司法のあり方が論点になっ

ています。これらはいずれも大変大きな論点で、かいつまんでのべるだけも

容易ではありませんし、なにしろ現在日々事態が進展しているので、思考を

up to dateするだけでも大変です。

　したがって、ここでは先の最高裁判決をめぐる論点と、この2月上旬の状

況についてのべることとし、皆さんの状況理解の手助けをしたいと思います。

 はじめに 

辺野古訴訟の現段階

専門は行政法。編著書に「辺野古訴訟と法治主義」（日本評論社・
2016）「行政法の原理と展開」（法律文化社・2012）「公共性の法構
造」（勁草書房・2004）など多数。沖縄県を支援する全国の行政法
研究者からなる「辺野古訴訟支援研究会」の代表を務めている。

～最高裁判決をふまえて

2016
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 （１）福岡高裁判決

　辺野古訴訟については最高裁判決があるので、それだけをのべるとよいよ

うなものですが、そうはいきません。最高裁は、高裁判決を是認することを

前提にして上告を棄却しているようなので、内容的にはむしろ高裁判決につ

いてのべることになります。

　この事件が高裁にかかる前に、いくつかの関連訴訟がありましたが、いっ

たん和解して仕切り直しになりました。「県はなぜ和解などしたのか」、「和

解したのにまだ抵抗するのか」といった反応もありましたが、これは高裁が

交通整理を提案して双方が受け入れたのです。県としては、とにかく工事が

止まったことにメリットがありましたし、このような和解提案でさえ、政府

にとってはかなりの衝撃であったようです。この訴訟の正式名称は、「地方

自治法251条の7第1項の規定に基づく不作為の違法確認請求事件」という

もので、「翁長知事の不作為が違法か否か」が争われました。すなわち、第

一に、県知事に不作為があったのか、第二にその「不作為」の原因になった

国の是正指示に違法があったのかが争点になりました。

　第一の点について、県側は、国地方係争処理委員会の決定で、県と国に対

して解決に向けてもっと真摯に協議をせよといわれてそれに従ったところ、

国の方から一向に反応がないまま推移したにすぎず、県知事にに不作為など

存在しないと反論したのですが、裁判所は、地方自治法で定められた期限が

過ぎたから不作為だ、県が訴訟を起こすべきだったとまでいうのです。裁判

所は、国地方係争処理委員会の決定などには重きをおかずまったく無視せよ

といっているようです。第二の点については、裁判所は是正指示の違法の判

定のために、前知事の承認に違法があるか否かを独断的に審理対象にして、

翁長知事の慎重な検討過程とその結論をまったく視野におきませんでした。

ホントにムリ筋の強引な構成です。そして、前知事の裁量的判断に違法はな

いといい切ります。一般に、裁判所の判決というものは、当事者双方の主張

 1．高裁判決と最高裁判決
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に耳を傾け、注意深く事実認定をし、多くの先例を参照してその結論を補強

するスタイルをとりますし、用語も慎重に選択するのが常です。しかし高裁

判決には、国の主張のみを拾い上げてコピペをしたかのような印象を受けま

す。冷静な分析を欠き、とにかく国の辺野古唯一論とその理由付けの判断に

は誤りがないとの独断を前提に、結論に向けてまっしぐらという感じで、全

く残念な判決でした。

 （２）最高裁判決

　最高裁は、上告を棄却しましたが、判決文は短く、しかもその半分ほどは

事実についての記載ですし、簡略な判決理由も、おおむね高裁判決の一部に

つき補正また補強を試みたものにとどまります。補正といっても、「裁量内

違法」などという誰が見ても首をかしげる用語をあらためつつ、県や県民を

そっちのけでの「日米合意」や、沖縄には北朝鮮のノドンが届かないとかの、

これが日本の裁判所のいうことかと恥ずかしくなる高裁の事実認定はそのま

まになっています。こういうものを認定して判決ができるのかと思うと何や

ら悲しくなりますが、最高裁は法律審なので、ままありうることなのです。

　さて、その内容です。判決は、高裁判決の上記二つの点についてのべてい

ますが、いずれも高裁判決を是認したという程度のもので、内容的にも特段

の検討を加えた形跡がありません。行政法の観点からは、裁量違法と裁量審

査のあり方や審査対象の特定とその方法、地方自治法の観点からは、国の機

関の関与の限界や係争処理委員会の決定の評価等が問題になるところです。

最高裁判決は、これらの論点にはふれないで、高裁判決を支持しています。

調査官の方が作成した判決の原案をそのままスルーしたままで、判決の内容

や構成よりも、むしろ年内に判決を出すことを優先したようです。事務総局

のそのような意向を第二小法廷が受け入れたということではないでしょうか。

このあたりのことは、きちんとした検証の及びにくいところで、司法の政治

学的分析が課題となります。
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 （１）判決の意味

　それでは、私たちはこれら裁判所の判断をどのように受け止めればよいの

でしょうか。政府は、沖縄県が最高裁までいって訴訟に負けたので、埋立を

受け入れるべきだとか、果ては「日本は法治国家なのだから」県は判決に従

うべきだとまでいっていました（12月27日菅官房長官発言等）。しかし、こ

の訴訟で国が主張したのは、埋立承認取消をめぐる翁長知事の「不作為」が

「違法」だということであり、これを裁判所が認めたということにすぎません。

判決の当否はともかく、この訴訟は確認訴訟（裁判所に確認を求める訴訟）

ですし、この判決をもって県や県民に埋立を受け入れるべきだなどというの

は、いくらなんでも飛躍しています。埋立工事がすすめられるまでには、県

知事はなおいくつかの権限を持っています。おそらく国はこれをクリアする

方法を硬軟まじえて考えて実行に移すでしょうから、確認訴訟で負けたから

もう工事に抵抗するなといって県民にあきらめを強いて、県知事との間を分

断させたいのでしょう。

 （２）判決のその後 ～撤回と岩礁破砕許可

　繰り返しになりますが、高裁最高裁判決で確定したのは、埋立承認が違法

なので取消したという県の主張が通らなかったということです。したがって、

このことは承認がなされて以降のことは視野においていません。ここで撤回

の問題が出てきます。撤回とは聞きなれない語かもしれません。本件でいう

と、埋立承認がなされて以後に国に違法行為があったり、　承認を維持する

と公益を損なう事情が事後に発生した場合には、承認そのものに違法事由が

なくても、将来に向かってその効力を否定することができます。これを撤回

といいます。取消と撤回の区別の分かりやすい例として挙げられるのは、運

転免許の取得の際に替え玉受験が発覚したら免許は取消され、悪質な飲酒運

転をしたら免許が取り上げられるでしょう。先にのべたように、高裁も最高

裁も承認の違法を否定しましたが、だとしても、現時点あるいは将来におい

 2．判決の受け止め方
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て、県にとってこの撤回をする事由があるのではないか、むしろそれが県民

の安全を保障し良好な県土と環境を保全すべき県知事の義務ではないかとい

う理論構成がありえます。撤回をすると相手方に不利益が生じるとはいえ、

撤回が相当であればやむをえないのです。とすると、国が手続をくりかえし

無視して拙速に工事を再開したり、許可権者に対しいちじるしく不誠実な行

動をとったりしているとしたら、それは撤回事由相当の行為にあたるという

理屈が成り立つでしょう。また、もし沖縄県で、例えば住民投票で「基地は

いらない」という明確な意思が再確認されたとすれば、このことをもって県

知事が承認を撤回する有力な条件となるのではないでしょうか。今後の展開

は、このような観点から注目すべきものです。

　なお、国はこの場合でもそのような撤回が違法だと訴訟で争ってくるで

しょう。それはどのような訴訟になるでしょうか、国交大臣が再度是正の指

示をしてくるでしょうか、そうすると係争処理委員会にかかるのでしょうか。

それとも審査請求なのでしょうか、さらに執行停止の申立てをしてくるで

しょうか。国が二つの顔を使い分けることが許されるのでしょうか、また、

公正な手続を損なわせているような気がしませんか。それはともかく、最後

は最高裁で争われるわけですから、今度こそ日本の司法にしっかりしてもら

いたいものです。そして、私たちもしっかりそのあたりを監視をしたいもの

です。

　もうひとつ、このところ再浮上してきた論点に岩礁破砕許可があります。

この拙文が公表される頃にはもっと状況が動いているでしょうが、埋立行為

時に必要な岩礁破砕には県知事の許可が必要です。国は前知事時代に許可を

えて工事を進めてきました。その期間が終わろうとして新たな許可が必要に

なっています。あらたな許可の要件をみたすか否かどころか、最近、地元の

漁業権が消滅しそもそも許可を必要としなくなったとして工事を行っていま

す。放棄の決議があったからといって、許可権者である県の責任も消滅する

というのはムリ筋の自作自演が過ぎます。この推移とともに、このことが先

にのべた公有水面埋立承認の撤回にどのような影響を与えるのかが注目され

ています。
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野古訴訟は、最高裁判決があったのでお終いどころか、今がまさに正

念場です。県と国とのやりとりは日々複雑さを増してめまぐるしくな

されています。私も注目しています。

　本稿が、皆さんの辺野古問題への理解にとって、手掛かりになれば幸いで

す。

 おわりに

辺

（1/7）

平成２８年（行ヒ）第３９４号　地方自治法２５１条の７第１項の規定に基づく不作為の違法確
認請求事件
平成２８年１２月２０日　第二小法廷判決
　　
　　　　　　主　　　文
　本件上告を棄却する。
　上告費用は上告人の負担とする。　　

 

　　　　　　理　　　由
第１　本件の事実関係等の概要
１　本件は，我が国とアメリカ合衆国（以下「米国」という。）との間で返還の合意がされ
た沖縄県宜野湾市所在の普天間飛行場の代替施設を同県名護市辺野古沿岸域に建設するた
めの公有水面の埋立て（以下「本件埋立事業」という。）につき，沖縄防衛局が，仲井眞弘
多前沖縄県知事（以下「前知事」という。）から公有水面の埋立ての承認（以下「本件埋立
承認」という。）を受けていたところ，上告人が本件埋立承認は違法であるとしてこれを取
り消したため（以下「本件埋立承認取消し」という。），被上告人が，沖縄県に対し，本件
埋立承認取消しは違法であるとして，地方自治法２４５条の７第１項に基づき，本件埋立承認
取消しの取消しを求める是正の指示（以下「本件指示」という。）をしたものの，上告人が，

【最高裁判所第二小法廷判決の全文】
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（2/7）

本件埋立承認取消しを取り消さず，法定の期間内に同法２５１条の５第１項に定める是正の
指示の取消しを求める訴えの提起もしないことから，同法２５１条の７第１項に基づき，上告
人が本件指示に従って本件埋立承認取消しを取り消さないことが違法であることの確認を
求める事案である。
２　原審の適法に確定した事実関係等の概要は，次のとおりである。
(1)　普天間飛行場は，宜野湾市の中央部にあり，昭和２０年からアメリカ合衆国軍隊（以下
「米軍」という。）による使用が開始され，現在，米軍海兵隊の航空部隊の基地として用い
られている。同飛行場周辺は，学校や住宅，医療施設等が密集している状況にある。
(2)　キャンプ・シュワブは，名護市辺野古周辺に所在し，昭和３１年から米軍海兵隊により
使用が開始され，現在はキャンプ地区及び訓練場地区として，米軍海兵隊の陸上部隊によ
り用いられている施設及び区域であり，一般人の立入り等が制限されている。
(3)ア　平成８年４月に行われた内閣総理大臣と駐日米国大使との会談において，普天間飛
行場につき，一定の措置を講じた後に返還される旨の合意がされ，更に同年１２月，日米安
全保障協議委員会（日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保障条約４条を根
拠として設置された協議機関）に出席した関係閣僚等により，同飛行場の代替施設を設置し，
運用が可能となった後に同飛行場を返還する旨が承認された。その後，国は，同飛行場の
代替施設及びその関連施設としての飛行場（以下「本件新施設等」という。）を名護市辺野
古沿岸域に設置するため，本件埋立事業を実施することとし，沖縄防衛局がその手続を進
めた。
イ　沖縄防衛局は，キャンプ・シュワブ施設敷地内から辺野古崎とこれに隣接する大浦湾，
辺野古湾の水域を結ぶ形で埋立地を造成し，本件新施設等を設置するため，平成２５年３月
２２日，前知事に対し，原判決別紙４記載の公有水面の埋立て（本件埋立事業）の承認を求
めて，公有水面埋立承認願書を提出した（以下，この出願を「本件埋立出願」という。）。
ウ　沖縄防衛局長は，本件埋立出願に先立ち，環境影響評価法及び沖縄県環境影響評価条
例（平成１２年沖縄県条例第７７号）に基づいて環境影響評価書を作成し，平成２３年１２月
及び同２４年１月，これを前知事に送付するとともに，同年１２月，補正後の環境影響評価
書を前知事に送付した。
(4)ア　前知事は，本件埋立出願を受けて，関係市町村長である名護市長及び関係機関であ
る沖縄県環境生活部長等に対し意見照会をし，それぞれ回答を受けた。また，沖縄県は，平
成２５年１０月から同年１２月までの間，４回にわたり，沖縄防衛局に対し，本件埋立事業が
公有水面埋立法４条１項１号の要件（以下「第１号要件」という。）及び同項２号の要件
（以下「第２号要件」という。）に適合するか否かに関する質問をし，その回答を受けた。
イ　前知事は，沖縄県が行政手続法５条１項に基づいて定めた公有水面埋立免許の審査基
準により本件埋立出願に係る審査を行い，本件埋立事業が第１号要件及び第２号要件を含
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む公有水面埋立法４条１項各号の要件に適合すると判断して，平成２５年１２月２７日，本件
埋立承認をした。
　上記審査のうち本件埋立事業が第１号要件に適合するか否かの審査においては，普天間
飛行場の周辺に学校や住宅，医療施設等が密集しており，騒音被害等により住民生活に深
刻な影響が生じていることや，過去に同飛行場周辺で航空機の墜落事故が発生しており，
同飛行場の危険性の除去が喫緊の課題であることを前提に，①同飛行場の施設面積が約
４．８㎢であるのに対し，本件新施設等の面積が約２㎢であり，そのうち埋立面積が約１．６
㎢ であることなどから埋立ての規模が適正かつ合理的である，②沿岸域を埋め立てて滑走
路延長線上を海域とすることにより航空機が住宅地の上空を飛行することが回避されるこ
とや，本件新施設等が既に米軍に提供されているキャンプ・シュワブの一部を利用して設置
されることなどから，埋立ての位置が適正かつ合理的であるなどとされた上で，本件埋立
事業が第１号要件に適合すると判断されている。
　また，上記審査のうち本件埋立事業が第２号要件に適合するか否かの審査においては，
前記(3)ウの環境影響評価書の内容が検討の対象とされた上で，①護岸その他の工作物の施
工，②埋立てに用いる土砂等の性質への対応，③埋立土砂等の採取，運搬及び投入，④埋
立てによる水面の陸地化において，現段階で採り得ると考えられる工法，環境保全措置及
び対策が講じられており，更に災害防止にも十分配慮されているとして，本件埋立事業が
第２号要件に適合すると判断されている。
(5)　上告人は，平成２７年１０月１３日，本件埋立承認には本件埋立事業が第１号要件及び第
２号要件に適合しないにもかかわらずこれらに適合するとした瑕疵があったとして，本件
埋立承認取消しをした。
(6)　公有水面埋立法に基づく都道府県知事による埋立ての承認は法定受託事務であるとこ
ろ（地方自治法２条９項１号，公有水面埋立法５１条１号），被上告人は，本件埋立承認取
消しが違法であるとして，平成２７年１１月１７日，地方自治法２４５条の８第３項に基づき，
本件埋立承認取消しの取消しを行うべきことを命ずる旨の裁判を求める訴え（以下「前件
訴訟」という。）を提起した。
　前件訴訟は，平成２８年３月４日の和解期日において訴えが取り下げられたことにより終
了した。
(7)　被上告人は，本件埋立承認取消しが違法であるとして，平成２８年３月１６日，地方自
治法２４５条の７第１項に基づき，沖縄県に対し，本件埋立承認取消しの取消しを求める本件
指示をした。本件指示に係る書面には，同書面が到達した日の翌日から起算して１週間以
内に本件埋立承認取消しを取り消すべき旨の記載がされていた。
(8)　上告人は，本件指示に不服があるとして，平成２８年３月２３日，地方自治法２５０条の
１３第１項に基づき，国地方係争処理委員会に対し，審査の申出をした。
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(9)　国地方係争処理委員会は，平成２８年６月２１日，上告人及び被上告人に対し，国と沖
縄県が普天間飛行場の返還という共通の目標の実現に向けて真摯に協議し，双方がそれぞ
れ納得できる結果を導き出す努力をすることが，問題の解決に向けての最善の道であると
の見解をもって審査の結論とする旨の決定（以下「本件委員会決定」という。）を通知した。
(10)　上告人は，本件委員会決定の通知があった日から３０日以内に本件指示の取消しを求
める地方自治法２５１条の５所定の訴えを提起せず，かつ，本件埋立承認取消しを取り消さな
かった。そこで，被上告人は，平成２８年７月２２日，同法２５１条の７第１項に基づき，本
件訴えを提起した。
第２　上告代理人竹下勇夫ほかの上告受理申立て理由第３の１，第６及び第７について
１　本件においては，上告人が本件指示に係る措置として本件埋立承認取消しを取り消さ
ないことが違法であることの確認が求められているところ，本件埋立承認取消しは，前知
事がした本件埋立承認に瑕疵があるとして上告人が職権でこれを取り消したというもので
ある。
　一般に，その取消しにより名宛人の権利又は法律上の利益が害される行政庁の処分につ
き，当該処分がされた時点において瑕疵があることを理由に当該行政庁が職権でこれを取
り消した場合において，当該処分を職権で取り消すに足りる瑕疵があるか否かが争われた
ときは，この点に関する裁判所の審理判断は，当該処分がされた時点における事情に照ら
し，当該処分に違法又は不当（以下「違法等」という。）があると認められるか否かとの観
点から行われるべきものであり，そのような違法等があると認められないときには，行政
庁が当該処分に違法等があることを理由としてこれを職権により取り消すことは許されず，
その取消しは違法となるというべきである。
　したがって，本件埋立承認取消しの適否を判断するに当たっては，本件埋立承認取消し
に係る上告人の判断に裁量権の範囲の逸脱又はその濫用が認められるか否かではなく，本
件埋立承認がされた時点における事情に照らし，前知事がした本件埋立承認に違法等が認
められるか否かを審理判断すべきであり，本件埋立承認に違法等が認められない場合には，
上告人による本件埋立承認取消しは違法となる。
２(1)　公有水面埋立法は，４２条１項において，国が行う埋立てにつき，当該事業を施行す
る官庁が都道府県知事から承認を受けるべきことを定め，その承認の要件が同条３項にお
いて準用する同法４条１項により定められているところ，同項が，同項各号の要件に適合
すると認められる場合を除いては埋立ての承認又は免許（以下「承認等」という。）をする
ことができない旨を定めていることなどに照らすと，同項各号は，上記承認等が都道府県
知事の裁量的な判断であることを前提に，上記承認等をするための最小限の要件を定めた
ものと解されるのであって，同項各号の規定はこのことを踏まえて解釈されるべきである。
(2)　公有水面埋立法４条１項１号の「国土利用上適正且合理的ナルコト」という要件（第
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１号要件）は，承認等の対象とされた公有水面の埋立てや埋立地の用途が国土利用上の観点
から適正かつ合理的なものであることを承認等の要件とするものと解されるところ，その
審査に当たっては，埋立ての目的及び埋立地の用途に係る必要性及び公共性の有無や程度
に加え，埋立てを実施することにより得られる国土利用上の効用，埋立てを実施すること
により失われる国土利用上の効用等の諸般の事情を総合的に考慮することが不可欠であり，
また，前記(1)で述べたところに照らせば，第１号要件においては当該埋立てや埋立地の用
途が当該公有水面の利用方法として最も適正かつ合理的なものであることまでが求められ
るものではないと解される。そうすると，上記のような総合的な考慮をした上での判断が
事実の基礎を欠いたり社会通念に照らし明らかに妥当性を欠いたりするものでない限り，
公有水面の埋立てが第１号要件に適合するとの判断に瑕疵があるとはいい難いというべき
である。
　これを本件についてみるに，本件埋立事業は普天間飛行場の代替施設（本件新施設等）
を設置するために実施されるものであり，前知事は，同飛行場の使用状況や，同飛行場の返
還及び代替施設の設置に関する我が国と米国との間の交渉経過等を踏まえた上で，前記第
１の２(4)イのとおり，騒音被害等により同飛行場の周辺住民の生活に深刻な影響が生じて
いることや，同飛行場の危険性の除去が喫緊の課題であることを前提に，①本件新施設等
の面積や埋立面積が同飛行場の施設面積と比較して相当程度縮小されること，②沿岸域を
埋め立てて滑走路延長線上を海域とすることにより航空機が住宅地の上空を飛行すること
が回避されること及び本件新施設等が既に米軍に提供されているキャンプ・シュワブの一
部を利用して設置されるものであること等に照らし，埋立ての規模及び位置が適正かつ合
理的であるなどとして，本件埋立事業が第１号要件に適合すると判断しているところ，こ
のような前知事の判断が事実の基礎を欠くものであることや，その内容が社会通念に照ら
し明らかに妥当性を欠くものであるという事情は認められない。
　したがって，本件埋立事業が第１号要件に適合するとした前知事の判断に違法等がある
ということはできない。
(3)　また，公有水面埋立法４条１項２号の「其ノ埋立ガ環境保全及災害防止ニ付十分配慮
セラレタルモノナルコト」という要件（第２号要件）は，公有水面の埋立て自体により生
じ得る環境保全及び災害防止上の問題を的確に把握するとともに，これに対する措置が適
正に講じられていることを承認等の要件とするものと解されるところ，その審査に当たっ
ては，埋立ての実施が環境に及ぼす影響について適切に情報が収集され，これに基づいて
適切な予測がされているか否かや，事業の実施により生じ得る環境への影響を回避又は軽
減するために採り得る措置の有無や内容が的確に検討され，かつ，そのような措置を講じ
た場合の効果が適切に評価されているか否か等について，専門技術的な知見に基づいて検
討することが求められるということができる。そうすると，裁判所が，公有水面の埋立て
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が第２号要件に適合するとした都道府県知事の判断に違法等があるか否かを審査するに当
たっては，専門技術的な知見に基づいてされた上記都道府県知事の判断に不合理な点があ
るか否かという観点から行われるべきであると解される。
　これを本件についてみるに，前記第１の２(4)イのとおり，本件埋立事業が第２号要件に
適合するか否かは沖縄県が定めた審査基準に基づいて検討されているところ，この審査基
準に特段不合理な点があることはうかがわれない。また，前記第１の２(4)ア及びイのとお
り，前知事は，関係市町村長及び関係機関からの回答内容や沖縄防衛局からの回答内容を
踏まえた上で，本件埋立事業が第２号要件に適合するか否かを専門技術的な知見に基づい
て審査し，①護岸その他の工作物の施工，②埋立てに用いる土砂等の性質への対応，③埋立
土砂等の採取，運搬及び投入，④埋立てによる水面の陸地化において，現段階で採り得ると
考えられる工法，環境保全措置及び対策が講じられており，更に災害防止にも十分配慮さ
れているとして，第２号要件に適合すると判断しているところ，その判断過程及び判断内
容に特段不合理な点があることはうかがわれない。
　したがって，本件埋立事業が第２号要件に適合するとした前知事の判断に違法等がある
ということはできない。
３　以上のとおり，本件埋立事業が第１号要件及び第２号要件に適合するとした前知事の
判断に違法等があるということはできず，他に本件埋立承認につき違法等があることをう
かがわせる事情は見当たらない。そうすると，本件埋立承認取消しは，本件埋立承認に違
法等がないにもかかわらず，これが違法であるとして取り消したものであるから，公有水
面埋立法４２条１項及び同条３項において準用する４条１項の適用を誤るものであって，違
法であるといわざるを得ず，これは地方自治法２４５条の７第１項にいう都道府県の法定受
託事務の処理が法令の規定に違反している場合に当たる。
第３　上告代理人竹下勇夫ほかの上告受理申立て理由第８について
１　地方自治法２４５条の７第１項は，各大臣（内閣府設置法４条３項に規定する事務を分
担管理する大臣たる内閣総理大臣又は国家行政組織法５条１項に規定する各省大臣）は，所
管する法律又はこれに基づく政令に係る都道府県の法定受託事務の処理が法令の規定に違
反していると認める場合に是正の指示をすることができる旨を定めるところ，その趣旨は
当該法定受託事務の適正な処理を確保することにあると解される。このことに加えて，当
該法定受託事務の処理が法令の規定に違反しているにもかかわらず各大臣において是正の
指示をすることが制限される場合がある旨の法令の定めはないことを考慮すると，各大臣
は，その所管する法律又はこれに基づく政令に係る都道府県の法定受託事務の処理が法令
の規定に違反していると認める場合には，当然に地方自治法２４５条の７第１項に基づいて
是正の指示をすることができる。
２　これを本件についてみるに，被上告人は公有水面埋立法を所管する大臣であり（国土交
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通省設置法４条５７号。平成２７年法律第６６号による改正後は同条１項５７号），公有水面埋
立法に基づく都道府県知事による埋立ての承認は法定受託事務であるところ，前記第２の
３のとおり，本件埋立承認取消しが法令の規定に違反しているのであるから，被上告人は，
沖縄県に対し，これを是正するために講ずべき措置に関し必要な指示をすることができる。
　したがって，本件指示は適法であり，上告人は本件指示に係る措置として本件埋立承認
取消しを取り消す義務を負う。
第４　上告代理人竹下勇夫ほかの上告受理申立て理由第９について
１　地方自治法２５１条の７第１項は，同項に定める違法の確認の対象となる不作為につき，
是正の指示を受けた普通地方公共団体の行政庁が，相当の期間内に是正の指示に係る措置
を講じなければならないにもかかわらず，これを講じないことをいう旨を定めている。そ
して，本件指示の対象とされた法定受託事務の処理は，上告人が本件埋立承認を職権で取
り消したことであり，また，本件指示に係る措置の内容は本件埋立承認取消しを取り消す
という上告人の意思表示を求めるものである。これに加え，被上告人が平成２７年１１月に提
起した前件訴訟においても本件埋立承認取消しの適否が問題とされていたことなど本件の
事実経過を勘案すると，本件指示がされた日の１週間後である同２８年３月２３日の経過によ
り，同項にいう相当の期間が経過したものと認められる。
　また，本件において，上記の期間が経過したにもかかわらず上告人が本件指示に係る措
置を講じないことが許容される根拠は見いだし難いから，上告人が本件埋立承認取消しを
取り消さないことは違法であるといわざるを得ない。
　したがって，上告人が本件指示に係る措置として本件埋立承認取消しを取り消さないこ
とは，地方自治法２５１条の７第１項にいう不作為の違法に当たる。
２　なお，所論は，上告人が本件委員会決定を受けて被上告人に協議の申入れをしたこと
などを指摘して，上告人に地方自治法２５１条の７第１項にいう不作為の違法はない旨をい
う。しかしながら，上告人は，本件指示に係る措置として本件埋立承認取消しを取り消し
ていないのであるから，上告人に同項にいう不作為の違法があることは明らかであり，上
告人が本件委員会決定を受けて被上告人に協議の申入れをしたことは，上記の結論を左右
しない。所論は採用することができない。
第５　結論
　以上によれば，上告人が本件指示に係る措置として本件埋立承認取消しを取り消さない
ことは違法であるとして，被上告人の請求を認容した原審の判断は，結論において是認す
ることができる。論旨は，いずれも採用することができない。
　よって，裁判官全員一致の意見で，主文のとおり判決する。
(裁判長裁判官 鬼丸かおる　裁判官 小貫芳信　裁判官 山本庸幸　裁判官 菅野博之)


